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１．先端基盤技術（量子・AI）戦略について
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 量子・AIは、従来型計算機技術とも相まって、計算能力の飛躍的向上やデータ利用の高度化
等により、経済・社会全体の構造転換をもたらし、新たな産業創出、生産性の向上、カーボン
ニュートラル社会、安全・安心な国民生活等を実現する、DX・デジタル化の基盤技術。

 この基盤技術の開発から実装にかけて我が国企業が競争力をいかに確保できるかは、当該産
業の競争力だけでなく、日本経済全体の競争力に関わる課題。

 他方、過去は、半導体等で技術で勝って実装で負けるという状況があったことを踏まえて、いか
に「勝ち筋」を見つけるかが課題。

現状と課題：先端基盤技術（量子・AI）の競争力強化の重要性

量子

・量子コンピュータ
・量子通信・インターネット
・量子センシング 等

AI

・AIアルゴリズム
・AIチップ
・データ収集・処理技術 等

先端基盤技術

エネルギー・通信

（例）エネルギーマネジメント
システムの最適制御、
セキュアな暗号通信

ものづくり・農業・小売

（例）分子・原子レベルでの
量子力学現象のシミュレーション

等により創薬・素材開発を
自動化・高速化

物流・交通・防災

（例）配送ルートの組み合わせ
最適化、自動運転、災害予測

医療・防衛・金融

（例）個別化医療、
ドローン兵器、不正取引検知、

ポートフォリオ最適化
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 特に国際的な状況変化が激しい量子・ＡＩ等の先端基盤技術については、競争状況を不断に
分析して勝ち筋を見定め、実装段階まで視野にいれた官民戦略が必要。

対応の方向性：先端基盤技術（量子・AI）に関する官民戦略

これまでのイノベーション政策の限界
（旧機軸）

先端基盤技術のインテリジェンス低下
＜国・企業レベルで勝ち筋を見定めず＞

既存産業構造前提

漸進的な技術開発を志向

大企業中心のオールジャパン型

これからのイノベーション政策のあり方
（新機軸）

先端基盤技術のインテリジェンス強化
＜勝ち筋＝注力領域を特定、他国と差別化＞

ユーザーからサプライチェーンまで視野に入れた
アーキテクチャー発想の競争戦略・
非連続な技術開発を志向

グローバル連携前提
国内外からの民間投資・多様な主体の参画



対応の方向性：量子コンピュータに関する官民戦略
 世界では、量子コンピュータの開発競争が激化しており、我が国としては、オールジャパン型ではなく、
戦略的グローバル連携を前提とした、効率的な開発体制の構築が必要。

 さらに、注力領域を差別化し、日本が先行するアニーリング方式により、アプリケーション開発とサプ
ライチェーン構築によって早期産業化を実現することで、国際的な交渉力を高め、経済安全保
障上重要なゲート方式の国際共同研究を有利に進める。

アプリケーション開発

量子コンピュータ開発
（システム・ソフトウェア）

部品・装置開発
（サプライチェーン）
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海外の取組状況
(ベンダー同士の主導権争い)

我が国がとるべき戦略
（ユーザ本位の早期産業化）

・民間企業が競争しつつ大規模投資によりゲート方
式の性能向上を垂直統合で推進

（IBM、Google、Alibaba等）
・スタートアップの登場による水平分業化の兆し

・民間企業の投資と人材を集結させ、仕様を共通化
しつつ効率的な開発体制を構築

・早期産業化によって国際的な交渉力を高め、経済
安全保障の観点からも重要なゲート方式の開発を
国際連携で推進

・未だゲート方式は実用化レベルでないため、ユーザ
企業の投資は低調

・DOE・DARPA等の公的支援が牽引

・アニーリング方式等の利用環境を早期に整備し、
ユーザ企業主体のサイバーフィジルカル領域のアプリ
ケーション開発を重点推進（物流、素材開発・創
薬、エネルギー等の領域を想定）

・早期産業化の担い手としてスタートアップ参入促進

・欧米において、産業化コンソーシアムを形成し、部品
開発を担う企業を巻き込み（ただし、欧州の一部
企業を除いて、必ずしも、競争力を有していない）

・大手企業がスタートアップを買収する動き
（HoneywellによるCQC買収）

・サプライチェーン上のチョークポイント技術の強みをさら
に伸ばし、今後立ち上がる市場において一定の付加
価値を確保

強み

強み

強み

国際連携

主導

主導

強化

強化

差別化
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 量子技術が社会実装され、民間投資で自律的に成長する市場を形成するためには、早い段階
から、産業化を見据えた、アプリケーション開発やサプライチェーン構築、人材育成、標準策定
等に着手することが必要。

 不確実性の高い量子分野への民間投資を引き出すため、長期間にわたって技術・知見・ネット
ワーク等にアクセス可能となる産業化の核となるグローバル拠点が必要。

対応の方向性：量子コンピュータに関する官民戦略（具体的取り組み）

量子に関する基礎技術・基礎学理
（コヒーレント制御、光波制御、

量子アルゴリズム、誤り訂正技術等）

物流・輸送

量子分野を担う
若手研究者・エンジニア

創薬 素材開発 通信 エネルギーユーザー
側

ベンダー
側

最先端の量子技術等へのアクセスするための投資

必要な技術・人材を国内外の大学・企業等から集約

量子コンピュータの
利用環境構築

・古典コンピュータと組み合わせた
研究開発用スパコン供用

量子コンピュータの
システム設計・評価
・国産量子コンピュータの

アーキテクチャ開発と
評価設備の整備

量子デバイスの
製造技術開発・評価

・デバイス製造技術
・パイロットライン構築

性能評価等の
国際標準化

・ISO・IEC、IEEEへの対応

産業人材育成・
国際共同研究の
ハブ機能

・国内外の大学・企業等から
研究人材を受け入れ

産業化・社会実装に必要な機能をワンストップで提供できるプラットフォーム（グローバル拠点）が必要

量子コンピュータの設計・製造・サービスを
担う大企業・中小企業・スタートアップ

⇒ 産総研への新センターの創設等により、官民が連携したプラットフォームの構築を検討



対応の方向性：次世代AI技術に関する官民戦略
 世界では、AI技術の社会実装が進展し、自動走行や個別化医療等のアプリケーションの幅も拡

大。今後、市場形成が本格化し、企業間の競争も激化すると見込まれる中、ものづくり等のサイ
バーフィジカル領域では、我が国も一定の競争力を確保できる可能性。

 米国等と差別化し、センシング技術等の強みを生かしながら、最先端のAI技術・計算資源とフィ
ジカル領域のデータを組み合わせたアプリケーション創出を後押しする。

アルゴリズム

計算資源
（AIチップ）

データ収集
（センシング）
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米国等の取組状況
（サイバー領域中心）

我が国がとるべき戦略
（サイバーフィジカル領域中心）

・NVIDIAだけでなく、GoogleやTesla等は、アプリ
ケーションに応じた独自のAIチップを開発

・AI研究に特化した大規模スパコンの建設
（Meta+NVIDIA）

・センシング技術と組み合わせたAIチップ開発
・世界に先駆けて、量子・古典ハイブリッドコンピュー
ティング環境の開発・提供

・GAFAM等は、AIフレームワークをオープン化すること
で、エコシステムを構築

・サイバー領域を中心にスタートアップが次々に生まれ、
ユニコーンに成長

・最前線のテックコミュニティと繋がり、先端AI技術と
フィジカル領域のデータを組み合わせ、サイバーフィジ
カル領域のアプリケーション開発を促進

・サイバー領域のデータの集中型データ管理が基本
・データ送信にかかるネットワーク負荷の増大や
プライバシー保護規制への対応の必要性増大

・センシング技術をフル活用し、フィジカル領域のデータ
も含めた分散型データ管理により、Connected 
Industriesをアップデート

・安全性の高い秘匿化・分散処理技術の国際共同
研究・導入

国際連携

国際連携

主導

活用

差別化

強み

強み
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 サイバーフィジカル領域のアプリケーション開発には、日本のユーザ企業が、世界最高水準のアルゴ
リズム・計算資源・データ収集の３つの技術にアクセスできる環境が必要。

 他方、様々な実ビジネスの現場にAIを実装するには、次世代AI技術の企業への橋渡しを担う研
究人材が必要だが、不足している状況。こうした人材の育成も必要。

対応の方向性：次世代AI技術に関する官民戦略（具体的取り組み）

高度AI人材の集積・育成を通じた次世代AI技術の橋渡し
・高専生・大学生等向けの若手人材育成
・国際的に卓越した研究者をヘッドハント

①アルゴリズムへのアクセス
世界最先端の

AIテックコミュニティへの接続・
モジュール開放

・国内外研究機関連携ネットワーク
の活性化・共同研究開発促進
・信頼性等の国際標準策定 等

量子デバイスの
製造技術開発・評価

②計算資源へのアクセス
量子コンピュータと古典コンピュータ
を組み合わせたハイブリッド
コンピューティング利用環境

・AI研究用スパコンの強化・外部化 等

③データへのアクセス
企業等から集めたリアルビジネスの

豊富なセンシングデータ等

・秘匿化・分散処理技術開発・公共調達
・データ利用ルール整備 等

ヘルスケア 輸送・交通 ものづくり・
素材・創薬 農林水産業 防災・保安ユーザー

企業

次世代AI技術の社会実装に必要な機能を提供するプラットフォーム（グローバル拠点）が必要
⇒ 産総研の機能強化とともに、企業との共同研究を行う人材の育成機能等の付与を検討

実ビジネスの課題・
データ

ソリューション提供



【アプリケーション】 次世代の計算需要を満たすためには、古典コンピューティングにおけるソフトウェア、ハードウェア
の技術の高度化に加え、量子コンピューティングの実用化・高度化が重要。

 AI向けのスパコンと量子コンピュータ等を組み合わせ、計算基盤全体として最適に制御するために
は、ソフトウェアの開発が必要。

化学・創薬 輸送 金融 製造 デジタル等

超高速・大容量光ネットワーク

スーパーコンピュータ
写真：「富岳」@富士通／理研

ゲート型
量子コンピュータ
写真：「IBM-Q」@IBM

アニーリング型
量子コンピュータ

写真：「The Advantage」@D-wave systems

アプリケーションソフトウェア

【ユーザー】

【計算基盤】

AIコンピュータ
写真：「ABCI」＠産総研

【古典：汎用、AI、科学技術など】 【量子：組み合わせ最適化問題など】

・・・

【クラウド】
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（参考）次世代の古典／量子ハイブリッドコンピューティング（イメージ）



２．バイオものづくり産業について

9



 現状のビジネス環境
– 市場は、従来バイオプラスチック製造など活用分野は限られていたが、ゲノム改変・構築技
術とデジタル技術の融合により、今後対象分野が拡大し、市場が急拡大する見込み。

– 米国では、2020年には前年度比でバイオ市場への投資が倍増。
 日本のプレイヤーの動向

– 日本は、微生物開発段階では、プラットフォーム技術を有する有望なプレーヤーが複数登場するな
ど、産業発展の萌芽が見られる。物質生産段階では、日本古来の発酵・醸造の技術を有して
おり、国際競争力の面で高いポテンシャルがある。

■今後の方向性
【微生物開発の段階】
 革新的な素材や燃料などの異分野事業者との共同開発の促進等を通じて、バイオものづくり
の中核を担う微生物設計プラットフォーム事業者の育成に取り組む。

【バイオ物質生産の段階】
 発酵生産分野での日本の強みを活かし、有用微生物のスケールアップ生産実証や目的物質に応
じた有用物質の分離・精製技術の高度化を促進する。

【その他の政策手法】
 有志国との連携のほか、サステイナブルな製品としてのバイオ製品の位置づけを確立（品質評価・表示
などの標準化等）を進める。
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対応の方向性：バイオものづくり産業の課題と打ち手（例）



直近の10年でDNA合成、ゲノム編集等の技術革新による、合成生物学が急速に台頭。さらに、ゲノム
解析、IT・AI技術の進展とあいまって、バイオ×デジタルの潮流が加速している。
その結果、高度にゲノムがデザインされ、物質生産性を高度に高めた細胞（＝スマートセル）を利用し

た、新たな物質生産プロセス（バイオものづくり）を利用することが可能となりつつある。

11

ディープラーニング等によりゲノム配列が示す「意味」を解明

＊合成生物学は、遺伝子配列や代謝経路を設計し、生物機能をデザインする学問

2020年にノーベル化学賞を受賞した
CRISPR/Cas9などにより、ゲノム編集の難
易度が低下

生物情報のデータ化・デジタル化

次世代シーケンサーの登場で一人当たりのヒトゲノム解析は、
コスト・時間：1億ドル・10 年 → 100ドル・１日
（※2000年と2020年の比較）

読む

理解する

操作する

① ゲノム解析のコスト低下・時間短縮

② IT・AI技術の進化

生物機能のデザイン
③ ゲノム編集の技術革新

④ ゲノム合成の技術革新
塩基のブロックから、ゲノムを合成する技術が進展し、
コスト：1/1000に低減（※2000年と2020年の比較）

作る

スマートセルの創出

物質作成
効率の評価

AI,IT技術を
活用した学習

ゲノム合成
・ゲノム編集による
微生物作成

ゲノムの設計・
代謝経路の
最適化

スマートセル

機能性ポリマーなど
高機能材料原料

有用物質の生産性が
大幅に向上した微生物

物質生産・商用化
素材 燃料

Learn

Design Build

Test

DBTL
サイクル
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（参考）合成生物学の活用（バイオものづくりの技術要素）
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（参考）バイオものづくりのポテンシャル（水素酸化細菌等）
 微生物を利用して、CO2等から化学品原料やタンパク質等の物質生産をする取り組みに関心が

集まっている。
 一部の独立栄養細菌（水素酸化細菌等）は、藻類（ラン藻）と比較して50～70倍高い炭
素固定能力を持つことから、 CO2の吸収源として有望。

 化石資源由来の物質生産と比べて、生産過程におけるCO2排出削減だけでなく、CO2を吸収
するダブルの効果により、排出量が大幅に削減される可能性が示唆されている。

【参考１】微生物の炭素固定機能比較

（出所）「微生物の機能を活用したCO2固定化の検討」 重富徳夫、
三菱総合研究所/所報No34、1999 を参考に生物化学産業課にて作成

【参考３】水素酸化細菌による物質生産のCO２削減効果
生物種 CO2固定能力（相対）

ラン藻 1

海洋性微生物 2～4

光合成細菌 18～35

独立栄養細菌
（水素酸化細菌等）

53～75

【参考２】水素酸化細菌による物質生産のイメージ

水素細菌 素材

燃料

タンパク質

原材料 製品

H2

CO2

1.90 1.90 

3.10 

-2.53 -3
-2
-1
0
1
2
3
4

ポ
リ
エ
チ
レ
ン

ポ
リ
プ
ロ
ピ
レ
ン

PET 生
分
解
性
プ
ラ

（CO
2

由
来)※

CO
2排

出
量

(k
gｰ

CO
2/

kg
)

（出所）M. Akiyama, T. Tsuge, Y. Doi, Polym Degrad Stab, 2003
※M. Akiyama, T. Tsuge, Y. Doi, Polym Degrad Stab, 2003 をもとに生物化学産業課試算
※再エネ使用時を想定。CO2濃縮、回収についてのエネルギーは考慮していない。

バイオ由来
→吸収

化石由来
→排出
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（参考）バイオものづくりの産業構造の変革（水平分業化）
 バイオものづくりでは、上流の微生物開発では、ＡＩ・ロボットを用いた効率的な微生物構築技
術、下流の発酵生産では、培養・精製技術の高度化といった、バリューチェーンの段階に応じて
全く異なる高度な技術・設備が必要となる。

 このため、今後のバイオものづくり産業は、水平分業化が進展し、それぞれの基盤技術を確保した
プレーヤーが付加価値の源泉を握ることが予測される。

ファブレス
メーカー

ファブレス
メーカー

自動車PC スマホ

半導体の産業構造 バイオものづくりの産業構造
過去 現在

ニーズ

プロセス開発

最終製品

製造

ニーズ

微生物開発

プロセス開発

最終製品

製造
（発酵）

素材 エネルギー 化学品

微生物改変プラットフォーマー
（開発型バイオファウンドリー）

受託製造事業者
（生産型バイオファウンドリー）

素材 エネルギー 化学品

半導体ファウンドリー

自動車PC スマホ

現在 今後

半導体企画
回路設計

電機・半導体
メーカー

素材・化学系
・食品系
メーカー
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